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会計責任論の一形態
一トゥループラッド報告書を中心として—
松 尾 幸 正
まえがき
近年，財務諸表作成者の立場からではなく，利用者の立場からの会計理論
の定立が盛んである。 ここに取り上げようとする AICPAが1973年に発表
(1) 
した「財務諸表の目的に関するスタディ・グループの報告書」一一所謂“Tr-
ueblood Report", 以下「報告書」という一ーも， このクイプの一つであ
る。
この「報告書」は，名の如く，目的命題の表明を意図したものであるが，
そこにはいくつかの斬新的な提案が含まれており，しかもその上，会計責任
について，極めて重要な地位が与えられている。
本稿はこの「報告書」の検討を涌して，本「報告書」における会計責任の
(1) Robert M. Trueblood (chairman), Objectives of F加incialStateme祉s,
Report of the Study Group on the Objectives of Financial Statements, 
AICPA, October 1973. 
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意味を明らかにし，本「報告書」が現行会計改善に対してもつ意義と限界を
明らかにしようとするものである．。
（なお，「報告書」からの引用については，本文中に引用頁を明示するにとどめる。）
「報告書」の概観
「報告書」は「意思決定に対する有用な情報の提供 (p.13)」に始まる12
の目的を提示したが，その全体像を把握するには，ソーターとガンスが示し
(2) 
た階層因を利用するのが便利である。彼等は「報告書」に示された12の目的
を5つの階層に分類・整理している。それによると，第 1階層は，すべての
財務報告の根底にある基礎的目的 (basicobjective)であり，これに属する
(/)は，上記の「意思決定に有用な情報の提供」である。
第2階層は，財務諸表利用者とその要求を識別する目的であり，この層に
は次の 4つの目的が属する。
(3) 
1. すべての利用者の共通の要求に役立つ情報の提供。 「報告書」が目的
2として表明しようとしているのはこの趣旨である。
2. 投資家ならびに債権者が，彼等に対する潜在的キャッシュ・フローを
予測し，比較し，評価するのに有用な情報の提供。 「報告書」の目的 3がこ
れである。
3. 政府その他の非営利組織の資源管理効率を組織目標達成の観点から評
価するのに有用な情報の提供。これは第11番目の目的である。
4. 企業活動が社会に及ぼす影署の報告。これは「報告書」では最後の第
12順位に配置されている目的である。
これら 4目的は第 1階層の基礎的目的から派生する。
(2) George H. Sorter and Martin S. Gans, Opportunities and Implications 
of the Report on Objectives of Financial Statements, in Studies on Fin-
ancial Accounting Objectives: 1974, Journal of Accounting Research, 
Supp[ement to Vol. 12, pp. 3-5. 
(3) Ibid., p. 6. 
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第3階層は，企業の経営者が提供する情報に利用者の要求を結ぴ付けるこ
とを意図する目的である。これには，「報告書」の目的 4である， 企業の収
益力を予測し，比較し，評価するための情報の提供と，目的 5に配置されて
いる，企業経営者の会計責任の遂行を判断するのに有用な情報の提供との 2
目的が属する。これらは上記第 2階層に属する目的のうち，投資家ならびに
債権者に有用な情報の提供目的から引き出される。
第4階層は，利用者の要求を満たすには企業の経営活動に関する情報は，
どのような内容を備えるべきかを規定しており，それは第 3階層を構成して
いる 2つの目的から引き出されている。すなわち，企業の収益力の予測・比
較・評価に有用な，取引その他の事象に関する事実的情報と解釈的情報を可
能な限り区別して提供し，解釈の背後にある諸仮定を明瞭に開示する目的で
ある。これは「報告書」の目的 6である。
最後の第 5階層は，第4階層の目的によって識別された情報の伝達に関す
る目的である。この層には，次の 4目的が属する。
1. 取引その他の事象が企業の収益力に及ぼす影蓉との関係において，そ
の影善が既に発生済の事象—―ーこれを「完結した利益稼得サイクル」 (cam­
pleted earnings cycles)という一ーに関する情報を提供する目的。 これは
「報告書」の目的 8である。
2. その影響が発生済として完全に消滅し終えているのではなく，それが
未だ残存している事象ー一これを「未完の利益稼得サイクル」 (incomplete
earnings cycles)という一ーに関する情報を提供する目的。 「報告書」の目
的7。
3. 計画中の事象であって，将来の収益力に重要な影響を及ぽすと考えら
れる活動に関する情報であるが，前二者の事象が収益力に及ぽす影纏の点で
過去と将来に分析され，解釈される必要があったのに対して，そのような解
釈の必要のない事実的情報を提供する目的。目的 9。
4. 将来の収益力に関する利用者の予測の信頼性を高める場合に提供する
財務予測，すなわち経営者が将来に対して抱く期待に関する情報を提供する
目的。目的10。
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以上が「報告書」の概要である。 それは「報告書」が序文で断っている
ように，企業外部の財務情報利用者の要求の立場からの目的論の展開であり
(pp.9-10)，その休系は目的一手段の休系を呈している。
このような「報告書」を理解するのに重要な要素は，上記のような論理展
開を試みるに際して設定されている次の仮定である (pp.13-14)。
1. 財務諸表の利用者は，彼等の行う経済意思決定の硯金的結果 (cash
consequence)を予測し，比較し，評価しようと努める。
2. 企業による意思決定の現金的結果に関する情報は，利用者にとって彼
等へのキャッシュ・フローを予測し，比較し，評価するのに有用である（も
し測定単位の価値が不安定であれば，すなわちもしインフレもしくはデフレ
が非常に激しく，直接，現金的結果を比較できないならば，そのような事情
が財務諸表上に明らかにされるべきである。）
3. もし財務諸表が主として事実的な，それ故に客観的に測定可能な情報
を，主として解釈的な情報とは区別して含んでいるならば，それはより一層
有用である。
以上， 3つの仮定にもとづいて， 「報告書」は演繹的に展開されている。
勿論，研究を進めるに際しては，多数の会社からの意見の聴集等，多くの経
験的な調査研究が試みられている (p.10)。しかし，論理展開に際しては，上
記の諸仮定にもとづいた演繹的・概念的な方法が貫かれている。
特に，それらの仮定のうちで「報告書」にとって重要な比重を占めている
のは，最初の仮定すなわち「利用者は彼等の意思決定の現金的結果を予測
し，比較し，評価しようと努める」との仮定である。 「報告書」は，上記の
ように，利用者の意思決定に有用な情報の提供を基礎的目的として提示した
後，この基礎的目的は会計上の諸原則・諸手続が利用者の要求に役立つべき
であることを求めているとのべ，ところが利用者の要求はいかなる程度であ
っても確実には知られておらず，また経済意思決定過程において，財務諸表
が果す特定の役割を正確に識別しえた研究はこれまでないので，上記のよう
な仮定を設定したと説明している (p.13)。そして，この利用者の要求に関す
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る仮定を最も明確に反映しているのが，企業の基本的目標 (primarygoal) 
である。 「報告書」は，それを次のように定義している。
「企業の基本的目標とは，企業が一定期間にわたって，所有主に対して，
最大の現金額を報酬として支払うことができるように，貨幣的富を増殖する
ことである (p.21)」
すなわち，「報告書」の論法は， 利用者の代表として投資家を想定して，
(4) 
彼の意思決定を考えた場合，投資家は売手としてであろうと，買手としてで
あろうと，彼の関心は，結局は，将来の配当と株式の売却による硯金収入の
総額の最大化にあり，それらは当該企業の現金創出能力 (cash generating 
ability)に依存する。他方，企業は，事業活動の開始から解散に至るまでの
全生涯についてみれば，その所有主に対して，彼が当初醸出した金額を上廻
る最大の現金額を払戻すことを基本的な目標としており，この目標もまた現
金創出能力に依存している。かくして，ここに利用者と企業の両者の目標の
(5) 
一致がみられる，との展開がこれである。
それは，まさに，利用目的志向型の理論展開であり，サイヤートと井尻の
表硯を借用すれば，利用者の要求を固定させて，企業の情報提供目的を利用
(6) 
者の要求に接近させる手法である。
このように「報告書」は，将来における最大の現金収入の受取り，という
利用者の要求に関する仮定を，所有主への最大の現金額の提供として，企業
(4) ソーターとガンスの目的階層図にもとづく説明の中で言及したように， 「報告
書」は当初はすべての利用者を想定しているが，結局，投資家と債権者の二者
に利用者を絞って論理を展開している。
(5) George H. Sorter, in collaboration with Martin S. Gans and three oth-
ers,, Economic Decision-Making and the Role of Accounting Information, 
in Objectives of Financial Statements, Vol. 2, selected papers,, edited by 
Joe J. Cramer, Jr. ~nd George H. Sorter. AICPA, May 1974, p. 76. 
(6) Richard M. Cyert and Yuji ljiri, Problems of Implementing the True-
blood Objectives Report, in Studies on Financial Accounting Objectives: 
1974, Jo匹 nalof Accounting Research, Supplement to Vol. 12, p. 32. 
188.(366) 会計責任論の一形態（松尾）
の基本的目標に化体させた後，主として，企業の経営者がもつこの基本的目
標達成能力を判断するための情報提供をめぐる理論を展開しているといって
いい。このことが収益力概念，ならぴに意思決定者による収益力の評価を可
能ならしめる情報の提供を論ずるに際して，実質的に「報告書」の中心的な
概念となっている利益稼得サイクル概念に現われている。
「報告書」によれば，企業の基本的目標を受けて，企業の活動は，長期的
にみれば，すなわち企業の全生涯を通してみれば，最大の硯金額を創出する
(7) 
ように現金を有効に利用することを意味すると考えられている。 このこと
は，利益 (earnings) とは，硯金を創出することに成功していることを意味
しており，したがって，収益力 (earningpower) とは将来において現金を
創出する能力を意味している (p.23)。 この場合， 注意を要するのは，現金
創出能力の意味である。たとえば，ある財に対するキャッシュ・アウトフロ
ーは，当該財からもたらされる現金額がその財の獲得に要したキャッシュ・
アウトフローより多いであろうとの期待にもとづくために， 当該キャッシ
ュ・アウトフローは現金創出能力を増大せしめることになるであろう。した
がって，現金創出能力は現在のキャッシュ・フローを意味しない。また現金
創出能力は，将来において硯金を創出する能力を現在の時点から評価した大
きさを意味し，結果としての将来の硯金創出額ではない。言い換えれば，そ
れは将来に対する現時点的期待 (presentprospects) であって， 将来の実
際の成果，すなわち将来において実際に創出される硯金額ではない，という
(8) 
点である。
したがって，「報告書」においては， 収益力すなわち硯金創出能力は， 過
去よりもむしろ将来との関連において用いられている概念であることが明ら
かになる。しかし，このことは経営者みずからが，当該企業の将来の現金創
(7) George H.. Sorter, ・ incollaboration with Martin S. Gans a~d three. oth-
ers, Earning Power and Cash Generating Ability, in Objectives of Fin-
ancial Statements, Vol. 2, selected papers, edited ~y Joe J. Cramer Jr. 
and George H. Sorter, AICPA, May 1974, p.112. 
C 8) Ibid., pp. -113-114. 
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出能力を予測することを，「報告書」が求めているのではない。 そのような
予測はどこまでも主観的である。ソーターとガンスの階層図にもとづく前記
の説明において，第 2階層として示したように， 予測するのは利用者であ
る。経営者の役割は利用者をしてそのような予測を可能ならしめる情報を提
供することであり，「報告書」が財務諸表に対して期待しているのは，とり
もなおさず，かかる情報の提供である。
これは，「報告書」における現行会計改善の方向付けを示唆していること
を意味している。それは現行会計のように歴史的性質の事象を中心とする情
報の提供だけでは満足せず，むしろ利用者をして，当該企業の将来の現金創
出能力の予測を可能ならしめる情報を提供しうるような会計システムの構築
を意図しているといいうるのである。
このような「報告書」の実質的に中心となっている概念が，利益稼得サイ
クルである。前述のように，「報告書」によれば， 企業の活動は硯金を有効
に利用して，最大の現金額を創出するように方向付けられた活動であった
が，この活動がサイクルと考えられている (p.27)。 ところで，企業の開始
から解散に至る全生涯を通してみれば，収益力は現金創出能力と同義と考え
られているから，そのような期間にわたる企業の全活動は，最大の現金額の
創出という意味での利益獲得のための一つのサイクルと考えられ，そのサイ
クルはキャッシュ・アウトフローとキャッシュ・インフローとの関係によっ
て把握されることになる。かかる関係によって把握される一連の事象が利益
稼得サイクルと考えられている。ところが，企業の活動はキャッシュ・アウ
トフローとキャッシュ・インフローを伴なう一連の事象が反復重複している
のが現実なので，ある特定の期間を区切って，かかる事象を把握しようとす
れば，そこには利益稼得サイクルが完結したもの，未完のもの，計画中のも
のが考えられることになる。 「報告書」が構築しようと意図している会計シ
ステムは，このような利益稼得サイクルにもとづく会計機構である。
この会計機構が意味をもつのは，企業の収益力すなわち硯金創出能力の予
測を可能ならしめる情報提供との関連である。完結したサイクルは現金創出
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能力に影響を及ぶす事象が既に全て発生し終えたことを意味することによっ
て，キャッシュ・アウトフローとそれに関連するキャッシュ・インフローと
の間の歴史的関係を表わす。それは実際の結果にもとづく将来の予測に重要
な情報を提供する。しかし，それは現在進行中の活動ならびに計画中の活動
(9) 
が，将来の硯金創出能力に及ぽす影響についての情報は提供しない。このよ
うな情報を提供するのは，未完のサイクルならびに計画中のサイクルにもと
づく情報である。このほかに，既に示したように， 「報告書」は将来につい
ての利用者の予測の精度を高めるならば，企業活動についての予想に関する
情報を公表すべきである，と主張している。ただし，その場合，予想の背後
にある重要な仮定を併せて明らかにすべきであることと同時に，そのような
仮定の公表が企業の競争的地位に不利な影響を及ぼさないことを条件として
いる (pp.46-47)。
以上概観してきたように，「報告書」は現金創出能力の予測をめぐる理論
を中心として，目的論の概念的展開を試みていると言っていいだろう。
そこで次に，以上のような「報告書」の理解を基礎として， 「報告書」に
おける会計責任論に立ち入って検討してみよう。
「報告書」における会計責任論
位置付け
「報告書」は「会計責任と財務諸表」と題する第4章において，その冒題
で，会計責任の意味を一般的に定義して，それは人が他人に対してみずから
の行動とその結果についてもつ責任である (p.25)， とした後， 「報告書」に
おける財務諸表の目的としての会計責任の意味を，
財務諸表の目的は，経営者が企業の基本的目標を達成するために，企業資
源を効果的に利用する能力を判断するのに有用な情報を提供することであ
る (p.26)。
(9) Ibid., p. 115. 
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と定義している。
それは既に目的階層図で示したように， 「報告書」では， 第 3階層に属す
る第5の目的として位置付けられているが，実質的には最も重要な地位を占
(10) 
めている目的であると考えられる。 なぜならば， 利用者志向型の本「報告
書」にとって，会計情報提供者をして彼の提供する情報に利用者の意図を反
映せしめるのが， この目的であるからである。すなわち， 既にのべたよう
に，それまでの目的が，利用者の立場から，会計情報のあるべき姿に方向付
けを与えてきたのを反映して，それを実行するに際しての責任の所在とその
範囲ならびに内容を明確にしようとしているのが，この目的である。したが
って，この目的は「報告書」において中心目的としての地位を占めていると
考えられうる。
それにもかかわらず，会計責任に関するこの目的が， 「報告書」において
目的 5としての地位に置かれているのは，演繹論理を採用している本「報告
書」の論理形式上から生ずる配置であると考えられる。
会計責任を論ずる場合，誰に対する責任であるかということと，どのよう
な方向に責任を遂行していくべきであるかということとが予め定められてい
なければならない。 「報告書」は前者については，目的 3において，投資家
(11} 
と債権者であることを明らかにし，後者については，、目的 4として，企業収
(10) 同様の意見はモンローにもみられる (A.L. Monroe, Discussion of Opport-
unities and Implications of the Report on Objectives of Financial Stat-
ements, in Studies on Financial Accounting Objectives: 1974, Journal 
of Accounting Research, Supp,tement to Vol. 12, p. 22) 
(11) 「報告書」は財務諸表の主要な利用者として投資家と債権者を識別するに際し
て，彼等は共に企業が彼等に対するキャッシュ・フローを産出する能力と，彼
等自身が当該企業の将来のキャッシュ・フローの額，時期およびそれらに関す
る不確実性を予測し，比較し，評価する能力とに関心をもっている点で両者の
情報要求は本質的に同ーである，と表明している (p.20)。これに対して， ピー
スネルは通常の投資家は会社の資産に対して残余持分権をもっいるために，当
該会社の資本価値と一定期間にわたるその資本価値の増大に関する情報を求め
るが，債権者はそのような持分権をもっていないために，資産の硯金等価額を
知りたいと望んでいるだけであり， したがって両者の情報要求は同じではな
い，と批判している (K.V. Peasnell, Accounting Objectives : A Critique 
of the Trueblood Report, International Centre for Research in Account-
ing, University of Lancaster, ICRA Occasional Paper, No. 5, 1974, p. 22)。
この綸争から窺えるのは，論理整合性に意を払うあまり，仮定が単純化しす
ぎる本「報告書」のもつ欠点である。
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(12) 
益力の予測・比較・評価のための情報の提供であることを明らかにしてい
る。
他方，「報告書」は利用者志向型の目的論を展開しているために， 利用者
の経済意思決定に有用な情報の提供を第 1目的とすることによって，目的論
展開のための一般的方向付けを行おうとする。このことを，この目的はあら
ゆる会計上の諸命題ならびに実務は利用者の要求に役立たねばならないこと
を求める， との説明を付することによって， より一層具体化する (p.13)。
そのことから必然的に利用者の識別，識別された利用者の要求の識別，利用
者の要求の実現のための手順へと一連の論理系が展開されていくことにな
る。
かくして，ここに，演繹論狸にもとづいて利用者志向型の会計目的論を展
開する必然的結果として，会計責任に関する目的がこの位置に配置されるこ
とになる。しかしながら，このことは「報告書」における会計責任に関する
目的命題の実質的重要性をいささかも損うものではない。なぜならば，前述
の如く，利用者の利用目的主導型の本「報告書」において，利用者の要求を
満すべき経営者の責任を明らかにしているのが，この会計責任に関する目的
命題であるからである。
特徴
前記の会計責任に関する目的は，経営者に対して， 2つの責任を果すよう
に求めている。 1つは，企業の基本的目標を達成するために，企業の資源を
有効に利用する責任であり，他の 1つは，そのような資源の利用に関する経
営者の能力を判断するのに有用な情報を提供する責任である。この場合，後
者の責任を遂行するために提供する情報の内容は，前者の責任である経営者
が企業目標を達成しようとして遂行する企業資源の効果的な利用に際して
(12) 既にのべたように，「報告書」においては， 長期的に収益力は硯金産出能力と
同義であり，現金産出能力は所有主に対して提供する現金額の最大化という企
業の基本的目標達成度の指標と考えられているから，収益力はかかる基本的目
標達成度の指標であるということになる。
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の，当該利用の仕方によって決まる関係にある。
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ところで，経営者がもつこの企業資源の効果的な利用能力を判断するため
の情報は，目的 4の企業収益力の予測・比較・評価を可能ならしめるために
提供され，この目的 4のための情報は，利用者の個人的目標の企業の基本的
目標への転化に関する仮定を介して，目的 3に示されている代表的な財務諸
表利用者である投資家と債権者をして，彼等への浩在的キャッシュ・フロー
の予測・比較・評価を可能ならしめるために提供される。したがって，目的
3, 4および 5の間には，ベッドフォードがいうように，目的 5の会計責任
の遂行に関する情報は，目的 3における利用者への潜在的キャッシュ・フロ
ーの予測・比較・評価を可能ならしめるために提供されるという関係が存在
す笈
「報告書」における会計責任の特徴は，この目的 3によって方向付けられ
ている点にある。会計責任それ自体は資源の委託を受けることによって生
じ，委託者は当該資源にもとづく行動に関する報告書の利用者であるため
に，それは基本的には利用者によって動機付けられた理念である。しかしな
がら，「報告書」における特徴は， 従来一般に考えられてきた会計責任概念
との相違にある。すなわち，従来一般に考えられてきた会計責任とは，資源
受託にもとづく行動の結果を報告することにあり，したがって，必然的に情
(14) 
報の内容は過去の行動の結果に集中していた。ところが， 「報告書」の会計
責任は，目的 3によって，利用者の将来のキャッシュ・フローの予測に方向
付けられているために，過去の行動の結果だけではなく，むしろそれより以
上に，将来の趨勢に閲する判断を可能にする情報を提供することに注意が寄
(13) Norton M. Bedford, Discussion of Opportunities and Implications of the 
Report on Objectives of Financial Statements, in Studies on Financial 
Accounting Objectives :1974,Journal of Accounting Research, Supplement 
to Vol. 12, p. 16. 
(14) Paul Rosenfield, Stewardship, in Objectives of Financial Statements, 
Vol. 2. selected papers, edited by Joe J. Cramer Jr. and Georgo H. Sor-
ter, AICPA, May 1974, pp.126, 129. 
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せられている。このことを「報告書」は「利用者の経済意思決定は，企業の
過去ならびに将来の目標達成についての情報が必要であることを明確にす
る。会計責任は情報作成者がこのような情報を提供する責任があることを主
張する (p.26)」と表現している。 ここには過去と将来との問に比重の差は表
わされていないが，前章において検討したように， 「報告書」の根底には，
将来重視の思考が流れているのは明らかである。かくして， 「報告書」にお
ける会計責任論は，利用者中心主義的・未来指向型会計責任論と表硯しうる
形態であろう。
そこで次に検討を要するのは， 「報告書」における会計責任のこのような
特徴が，情報提供に際して，具休的にどのように反映されるのかという問題
である。 「会計責任は過去を報告するための基準を提供すると同時に，それ
はまた期待される業績を評価するために必要な情報を開示するための基準を
も提供する (p.26)」との「報告書」の説明のように， 基本的には， ディス
クロージュアの基準として，この会計責任に関する目的で示された理念が実
施されることになるが，それが過去だけでなく，将来に関する情報開示の基
準として実施されることになるということがより一層強く主張されている点
に，その特徴が反映されている。既に示した目的階層図に関する説明の第4
階層以下の目的は，このようなディスクロージュアの基準としての会計責任
目的を満たすための方法を示しているといえる。その際，ディスクローズす
べき情報の内容を規定するのは，採用される測定基準である。そこで次に，
前記のような会計責任を遂行するために， 「報告書」は測定基準に関して，
どのような態度を示しているかを検討しよう。
測定
本「報告書」における会計責任遂行のための情報提供に際する測定問題を
検討するにあたって， 経営者のもつ企業資源の効果的な利用能力というの
は，どのような意味を有しているのかを想起しておかねばならない。なぜな
らば，それが「報告書」における会計測定の起点となっているからである。
さて，会計責任遂行に際する「報告書」の関心は， 「企業の基本的目標を
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達成するために，企業資源を効果的に利用する経営者の能力を判断する」こ
とにあるが，この経営者の能力が判断されねばならないのは，かかる能力を
介して企業の収益力が判断されるためであった。ところが，収益力は企業の
基本的目標達成能力の指標であり，企業の基本的目標とは，究極的には企業
全休としての硯金創出能力を最大にすることであった。問題の出発点はここ
にある。すなわち，「報告書」における会計測定の究極的な狙いは， それに
よって企業全体としての硯金創出能力の予測に資することにあり，したがっ
て判断されようとしている経営者による資源の効果的な利用能力とは，この
ような現金創出能力なのである。それ故に， 「報告書」における会計測定の
問題を検討するに際して，かかる現金創出能力の意味での収益力の予測を可
能ならしめるために，どのような測定が意図されているのかについての検討
から始めねばならない。
既に説明したように，収益力すなわち現金創出能力は将来において硯金を
創出する能力を現在の時点から評価した大きさであり，更に会計上の利益
(earnings)は観念的には経済的裕福さ (economicbetter-offness) を表
わさねばならない (p.22)，との考えのもとに； 「報告書」は財務諸表に表示
される利益は，将来のキャッシュ・フローの割引硯在価値の変動の比較によ
る測定が理想的であるとのべている (P.32)。それは明らかに企業全体の価値
評価法であり，その測定値は企業によって将来創出することが期待される純
収入の資本還元価値である。そこでは企業がもつ将来の収益力の直赦な予測
を可能ならしめることが意図されている。
ところが他方において，現実には，このような理想の達成は不可能である
と「報告書」は考えて，次のようにいう。 「企業の所有する個々の資源の将
来のキャッシュ・フローの割引額を直接測定することは，それらの資源の相
互依存性ただその理由だけからみても，割引硯在価値の変動に近似しえない
だろう。現実的に，この理想に接近する1つの実際的な方法は，個々の資源
それぞれに最も適した評価方法を用いて，それらの資源すべての価値の変動
を測定することだろう (p.32)」と。
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「報告書」は，一方において，会計は財務諸表利用者の経済意思決定，す
なわち彼等が行う彼等自身への将来のキャッシュ・フローの予測に奉仕すべ
きであるとの理念に導かれて，企業収益力を直赦に予測することを可能なら
しめる企業価値評価法，すなわち将来のキャッシュ・フローの割引現在価値
の測定に会計測定の理想を求めながらも，他方において，会計は企業の所有
する個々の経済資源の価値測定を行うという会計測定の現実を認識する。し
かしながら，このことは理想を放棄して，現実に甘んじることを意味するの
ではない。そうではなくて，どこまでも理想を追求する姿勢は崩さない。そ
のことから，企業の所有する個々の資源の価値測定を通して，企業の収益力
の予測を可能ならしめる方法に接近しようとする。これが「報告書」におけ
る会計測定に対する基本姿勢であろうと推察しうる。
このような考え方のもとに， 「報告書」は「どのような評価基準であろう
とも，ある 1つの評価基準だけを用いることによって，財務諸表の目的に最
善に役立ちうるような評価基準はどれもない，と当スクディ・グループは信
ずる。企業収益力の予測・比較・評価という利用者の要求に役立つべしとの
情報要求を満たすには，資産・負債を異にするごとに，異なる評価基準が選
択されるのが望ましいと当スクディ・グループは結論する。このことは，財
務諸表は種々の評価基準の組合せに基礎を置く資料を含むことになろう，と
いうことを意味する (p.41)」と表明している。 そして， その評価基準とし
て，歴史的原価，販売価値 (exitvalues)，取替原価 (currentreplacement 
cost)および割引キ，，ッシュ・フローをあげ，各評価基準を適用するのに適
した属性について言及している。
歴史的原価はすべての資産ならびに負債の過去の側面を記述するのに適し
ており，それ故，それは実現済の過去の便益と犠牲の関係を示す完結したサ
イクルに関する情報を提供するのに適しているが，未完のサイクルに属する
事象の測定については，時価が歴史的原価と著しく異なる場合には，時価が
適用されるべきであるという。その際，適用される時価は資産によって異な
る。たとえば，比較的短期間に売却することが予定される資産には販売価値
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が適しているが，使用を目的として相当長期間所有される資産には取替原価
が適している。このような保有資源に対する時価の適用に伴なって認識され
た価値変動分は，完結したサイクルに関する情報提供に際して独立的に示さ
れるべきである。また個々の資源ではなく，子会社や事業部等のように，相
互に関連した資源グループ全休の将来の便益を測定するには，割引キャッシ
ュ・フローが適している (pp.36-37, 43)。
「報告書」は各評価基準について，概略以上のように説明しているが，こ
の場合，注意を要するのは，「報告書」にあっては， 割引キャッシュ・フロ
ーを除いて，他の評価基準はそれ自休としては独立した評価基準として考え
られていないという点である。なぜならば， 「報告書」にあっては企業収益
カの直赦な予測を可能ならしめるために，企業全体としての価値評価を行な
う将来キャッシュ・フローの割引現在価値法に理想を抱きながらも，現実的
には，それに代えて企業の所有する個々の資源の価値測定を通して，間接的
に企業収益力の予測を可能にすることによって，理想値の測定に接近させる
ための方法として，それらの評価基準が考えられているからである。そこで
は，それらの評価基準は将来キャッシュ・フローの割引現在価値法に対する
代替的評価法と考えられていることになる。果して，そのような代替は可能
か。この問題を含めて「報告書」の論理の背後には，重要な命題が港んでい
るように思える。次に，この点を検討しよう。
「報告書」の背後にある命題
すでに指摘したように，「報告書」は会計は財務諸表利用者の経済意思決
定を助けるべきであるとの基本的命題のもとに，利用者の情報要求を彼等の
意思決定の現金的結果の予測・比較・評価と仮定し，そこから，投資家と債
権者が彼等への港在的キャッシュ・フローの予測・比較・評価を可能ならし
める情報の提供を目的 3として設定することによって，彼等の関心を当該企
業の現金創出能力に引き寄せておき，他方で，このような利用者の要求を受
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け容れて，企業の基本的目標を硯金創出能力の最大化と設定する。そして，
この目標達成を目指した企業活動に関する情報提供のための理論を展開して
いく。その際，ソーターが「報告書」の収益力と現金創出能力との関係を
「大部分の営利企業の開始から解散までの基本的な目標は，当該企業の所有
主が当初醸出したより以上の現金を彼等に払い戻すことである。企業の主要
な活動は，その全生涯を通して，より多くの現金を創出するために，硯金を
有効に利用することを意味する。このプロセスに成功している企業は収益力
をもつといわれる。企業の全生涯にわたる利益 (earnings) は， 究極的に
は，所有主が投資した金額を越えて創出され，彼等に払い戻された現金によ
って測定される。かくして，企業が利益あるいは収益力をもつには，当該企
業は現金創出能力を有さねばならない。 この意味で， 収益力と現金創出能
力は，長期的には，同義である。収益力は企業の硯金創出能力と定義されう
(15) 
る。」と解説している点が特に重要であるが，「報告書」における企業の基本
的目標導出までのこのような論理展開の背後に，重要な命題が前提にされて
いるように思える。
その 1つは，事業解散の前提である。上記のソーターの解説にもあるよう
に，また前述のように「報告書」が収益力の概念を説明するに際して，企業
の全生涯を通してみれば，それは現金創出能力と同じであると述べているよ
うに (p.23)， そこには事業のある時点での終局が予定されている。事業の
ある時点での終局を予定すれば，そこには常にキャッシュ・インフローが意
識されることになり，更にその最終時点を予定することが可能になる。その
限りにおいて，将来キャッシュ・フローの割引現在価値法は経済事象の最適
な測定方法であろう。それに対して，歴史的原価法にしろ，取替原価法にし
ろそれらは企業の現存の生産形態が継続されることが前提にされている。し
たがって，それらは割引現在価値法とは前提を異にしている。
今日の企業活動を想定して，企業の開始から解散に至るまでの全生涯にわ
たる期間というようなある終局の時点を仮定するのは，少くとも非現実的で
(15). Sorter, Earning Power and Cash Generating Abilrty, p.112. 
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ある。それにもかかわらず「報告書」がそのような仮定を置くのは，企業目
標を利用者，より厳密にいえば，所有主の要求に一致させるための理論を構
築しようとするためであろう。
(16) 
所有主の立場から見ると， 「企業とは自己の富を構成する1つの資産」と
考えられ，したがって，このことは所有主の立場から見れば，この資産は所
(17) 
有主持分を意味するから，所有主が自己の出資に対する持分の価値を実質的
に維持するには，この資産の価値が実質的に維持されなければならない。と
ころが所有主が当該資産に対して投資をなすのは，当該資産が将来収入をも
たらす能力 (capacity) を有することを期待するが故であるから， 当該資
産の価値を実質的に維持するには，かかる能力が実質的に維持されなければ
ならない。将来収入をもたらす能力を実質的に維持するとは，その能力が期
末においても期首と同じでなければならないことを意味する。ところで，将
来収入をもたらす能力としての資産の価値は，当該将来収入の流列の現在価
(18) 
値によって評価されるから，この資産の価値を維持するには，かかる現在価
値が維持されなければならないことになる。更にその上，所有主が彼の所得
を現在の消費にまわすか，硯在の消費を差控えて，将来の消費にまわすかと
いう彼の消費行動に関する意思決定の結果，硯在の消費を差控えて，そのよ
うな投資をなすのは，当該投資が彼の行為コースの中で将来において，かか
る硯在価値を維持した上で，なおかつ最大の消費を可能ならしめることを期
待するが故である。
それはとりもなおさず， ヒックスの所得概念を経済学的利益概念として会
計利益に敷術するに際してなされる説明の仕方であるが， 「報告書」の企業
の基本的目標の定義における「所有主に対する最大の現金額」がより一層正
確にはソークーの解説のように， 「所有主の当初の酸出額を超過する最大の
(16) 中野勲著「会計利益測定論」（中央経済社昭和46年） 229頁。
(17) Sidney S. Alexander, Income Measurement in a Dynamic Economy,. in 
Five ・Mono訂 aphson Business Income, edited by Sidney S. Alexander, 
,et al~Scholars Book, reprinted ed~ 1973, p. 29. 
(18) Ibid~ p. 28. 
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(19) 
現金額」を意味するならば，そして現金を創出能力がこの意味での現金を当
該企業が創出する能力を意味し，かつかかる能力が，すでにのべたように，将
来に対する硯時点的期待を意味するならば，更にその上，利用者たる所有主
の目標と企業の目標との間に，ソーターが解説するように， 「現金創出能力
(20) 
の最大化という点で一致」がみられるならば，むしろより一層強く，所有主
の投資動機に導かれて，経営者に所有主の投資目的を実現させるための経営
者の行動目標として，所有主の目標を受容した企業の目標が設定されたの
であれば，硯金創出能力の最大化という企業目標設定の発想ならびにその意
味内容は，まさに，経済学的利益概念を念頭に置いていると推察することが
妥当となり，したがって， 「報告書」が将来キャッシュ・フローの割引現在
価値法を理想的測定基準とするのは，その必然的結果であるといいうること
になる。
かくして，ここに「報告書」は利用者たる所有主の投資意思決定への会計
情報の有用性を強調する論理展開を試みた結果，それは企業活動の全生涯に
わたる期間というような，ある終局の時点を仮定せざるをえなかったことが
明らかになると同時に，「報告書」は所有主の立場に立った理論であることが
非常に明確になった。これが「報告書」の背後にある命題の第 2点である。
しかしながら，このような所有主の立場に立脚した現金創出能力を直接的
に財務諸表で表現しようとすれば，財務諸表はかかる能力の予測値の伝達の
役割を直接担当せねばならないことになる。しかし，それは「報告書」の意
医するところではない。「報告書」が意図している財務諸表の役割は「利用
者に対するキャッシュ・フローを予測し，評価し， 比較する’ことではなく
て，利用者がそのような予測，評価，比較に努めるのを助ける情報を提供す
(21)'  
ることである。」
(19) Sorter, Economic Decision-Making and the Role of Accounting Infom_ation, 
p. 76. 
(20) Ibid, p. 76. 
(21) Sorter and Gans, op. cit, p. 77. 
会計責任論の一形態（松尾） (379)201 
もし財務諸表がそのような予測の役割を直接担うならば，利用者に対する
キャッシュ・フロー言い換えれば現金創出能力は，これまで論述してきたよ
うに，基本的には利用者たる所有主の個人的な消費行動に基礎を置く理念で
あるため，会計担当者は，ソーターがいうように，個々の所有主の好み，言
い換えれば投資に対する危険選好 (riskpreference)， すなわち投資に対す
る報酬として受取る金額ならびに時期に関して，彼等はどのような不確実性
を引き受けようとするのかを知らなければならない。しかし勿論，実際問題
(22) 
として，会計担当者はそれらについて知るべくもない。会計担当者は，利用
者がそのような不確実性の予測，比較，評価をなすのに有用な情報を提供す
るだけにすぎない。
このようにして， 「報告書」は現金創出能力の予測の役割を会計が担うこ
とに対しては反対する。では何故，これまで検討してきたように，この現金
創出紀力の概念に対して，それほど重要な意味を附与するのであろうか。実
はこの点に第3の重要な命題が港んでいるのではなかろうかと推測されう
(23) 
る。ソーターの次の見解がこのことを示唆しているように思える。
(24) 
「もし incomeが，真に，裕福さの尺度であるならば，会社の株主，経営
者あるいは従業員の裕福さとは別個に，それらとは独立して会社が裕福であ
るということがありうるのだろうか？人々が裕福であるということはありう
るが，擬制的実体である会社が裕福であるということはありえず，したがって
それは incomeを持っていない。我々の見解によれば，価値は常に個人の目
標に係わらしめて定義されるべきであって， 抽象的であるべきではない。
incomeもまた， それが個人の目標充足に関係しているが故に，抽象的に定
義されるべきではない。」「incomeという言葉に対して抱く観念は， 異な
(22) George H. Sorter, Accounting Income and Economic Income, in Objec-
tives of Financial Stateme叫s,Vol. 2 selected papers, edited by Joe J. 
Cramer, Jr and George H. Sorter. AICPA, May 1974, pp. 105-106. 
(23) Ibid.,pp.107, 108. 
(24) ここでは incomeと「報告書」における earningの相遮を鮮明にするため
に，あえて訳語をあてはめないことにする。
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る危険選好を有する人それぞれによって，遮った事柄を指示している。もし
会計の目的が incomeという用語で表明されるならば， 遂行される会計の
妥当性に関する意見の不一致が， incomeの定義の相遮ならびに多様性によ
って生じることがあろう。 個人Aは incomeに関する彼の定義にもとづい
て方法Xを支持し， 個人Bは incomeに関してAとは異なる定義にもとづ
いて，方法Xに反対することがある。かくして，主張と分析は方法Xに関係
しているのではなくて， incomeについての定義の望しさと相遣に関係して
いる。曖味さがなく，かつ抽象性の低いキャッシュ・フローの概念を用いれ
ば，定義に関するこのような問題は避けられる。…（中略）…キャッシュ・
フロー概念を使用すれば，会計目的の実施に襲する主張，論争あるいは分析
を共通の立場にもとづいて展開することが可能になる。」
このようなソーターの見解に照して， 「報告書」を再読するとき，そこに
「報告書」が根底に抱いている理念が非常に明瞭に描き出されてくるように
思われる。それは「報告書」が終始一貫して， earningの用語を用いて，
incom~ の用語を用いていない点である。このことは「報告書」は， 一方で
は，ソーターが主張するように， incomeという用語がもつ概念の多様性
の故に，会計目的表明のための中心命題としてそれを据えることに疑問を抱
き，他方では，キャッシュ・フローに主なる関心を抱く所有主の投資意思決
定に有用な情報を提供することを可能ならしめる会計システムの確立を提唱
するが故に， earning更には earningpowerの用語を使いながらも，その
実質にはキャッシュ・フローの意味を与え，かかる概念を中心命題とする会
計目的論を展開しているといいうるように思える。一言でいえば，その根底
に抱いている理念は， income測定論ではなくて，キャッシュ・フロー測定
論であろう。異なる資産ごとに， 異なる測定基準が適用されるとの「報告
書」の見解も，このような解釈のもとに理解しえよう。
以上， 「報告書」は，その背後に，伝統的な会計とは著しく異なる内容を
もつ命題を包含していることが明らかになった。しかしながら，何故，この
ような目的論を表明せねばならなかったのであろうか。最後に，その背景を
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探りながら， 「報告書」が現行会計に及ぽすであろうと思われる影響とその
限界を明らかにして， 「報告書」の今後の方向を展望しよう。
「報告書」の背景と展望
「報告書」に課せられた任務は， 「報告書」の巻末において，当協会の理
事会が「会計目的スタディ・グ）レープの憲章」と題する冒頭で表明している
ように， 「会計処理ならびに財務報告を改善するための指針と規準の設定を
促進するように，財務諸表の目的を精密に論じる」ことにある (p.67)。し
かし， そのような目的を明確にする必要性が生じたのは， 当協会が当時
(1970年代初頭）寵面していた，会社財務報告上の危機ならびに会計原則展
(25) 
開のフレームワークの欠如の故である。当協会が直面していた危機につい
て，当時 AAAに設置されていた特別委員会が， AICPA会計原則審議会
に対してしばしば述べられていた不満を，次のような 7つの項目に整理して
(26) 
明らかにした。
(a) 審議会は， 会計原則の基礎として， その根底に存在する基本的原理
(underlying. philosophy)を展開するような努力を殆んどないしは全く払っ
てこずに，その前任者である会計手続委員会のその場凌ぎ的な方法 (firef-
ighting approach) を踏喪してきたといわれる。
(b) 人によっては，審議会は会計原則に関心を抱いているすべての人々の
(25) Kenneth S. Most and Arthur Lee Winters, Focus on Standard Setting: 
from Trueblood to the FASB, Journal of Accountancy, Feb. 1977, p. 67. 
(26) AAA Committee on Establishment of an Accounting Commission, Report 
of the Committee on Establishment of an Accounting Commission, Acc-
ounting Review, July 1971, pp. 611~613. 
この委員会の任務は，（a）一般に是認された会計原則の形成ならびに修正を推
進し，（b）かかる原則の適用に関する権威ある公式表明をなすための組織的機栂
を研究し，勧告する委員会を設置することが可能かどうかということと，それ
が望ましいかどうかということを検討することであった(Ibid~ p. 609)。
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代表として十分ではない，と考えている。
(c) 一方では，自己の会計事務所のメンバーであり続ける審議会のメンバ
ーは，真に独立的ではありえないといわれる。それは，彼等の意見が，多分
に，審議会に提示される事項に関して，彼等の重要な顧客の利害によって色
付けられているからである。
(d) 審議会を批判する人は，審議会の公式意見のあまりにも多くが，相対
立する見解の妥協であり，それ故に，脈絡ある論理性を欠いている，と主張
する。
(e) 審議会の役割があまりにも制限されすぎているといわれる。その注意
を外部報告の問題に限ることによって，それは他の重要な会計問題の検討を
怠ってきた。
(f) 審議会の活動を支えている研究計画は，一部には，それが大部分非経
験的な性質であるという理由で，多くの人々によって，十分に高い質を保持
しておらない，と考えられている。特に，意見書 (Opinions)の公表に先立
って，会計処理の変更が行動に及ぽす可能な影響についてテストしようとす
る試みが，これまで全くなされてこなかった。
(g) 我々の注目の引く他の種類の不満は， 審議会の活動よりもむしろ AI
CPAが，その意見書を実施するに際しての有効性に襲係している。これは
規則の制定についての疑問よりもむしろ方針実行についての疑問であり，
それは協会の実務検討委員会ならびに職業専門家倫理委員会 (Practice
Review and Professional Ethics Committees)の仕事に関係している。
そこで，このような状勢を受けて，審議会の前メンバーであった当時の協
会々長ァームストロングが， 1971年 1月に監査法人21社の代表を招いて，会
(27) 
計原則の形成の問題を特別に協議した。その結果，協会の財務報告基準設定
職能を改善する方途を見つけ出すために，会計原則審議会の運営の再検討を
(27) Stephen A. Zeff, Forging Accounting Principles in Five Countries ; A 
History and an Analysis of Trends, Stipes 1972, p. 225. 
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(28) 
目的とするスタディ・グループとならんで，財務諸表の目的を精密に明らか
(29) 
にすることを目的とするスクディ・グループを設置する案が採択された。
本「報告書」を作成したのは，後者のスクディ・グループであることは言
うまでもない。協会理事会は当スクディ・グループに任務を課すにあたっ
(30) (31) 
て， 「APB ステイトメント第4号を出発点として使用」しながらも，そこ
に示された「財務会計ならぴに財務諸表の目的」は「相対的に抽象的な用語
で表明されているために，財務諸表をそれらに従って作成するための指針を
殆んど提供しないので，少くとも，
財務諸表の利用者
利用者が要求する情報の内容
要求される情報のうち，会計が提供しうる情報の範囲
要求される情報を提供するのに必要な枠組み
を検討する」ように求めた (p.67)。
以上が「報告書」を作成せしめた背景である。この場合何よりも重要なの
は，会計原則審議会の問題処理能力に対して，当時厳しい批判の目が向けら
れていたこと，ならびにそのことを受けて，協会のもつ財務報告基準設定職
能改善の一環として，この「報告書」が作成されたことであるが，その際見
逃すことのできないのは，本「報告書」の作成に対して協会理事会より，上
記のような財務諸表の利用者の識別を始めとする 4項目を検討することとい
う一定の方向が指定されていたことである。このような方向は， ASOBAT 
(28) このスクディ・グループの座長を務めたのは，ロスアンジェルスの法律事務所
のパートナーで，元SECコミッショナーであったフランシスM.ホイートであ
る (Ibid.,p. 225). 
(29) Conference Recommends Study of Efforts to Establish Accounting Pri-
nciples, News Report, Journal of Accountancy, Feb. 1971, p. 1. 
(30) APBステイトメント第4号については，拙稿「財務会計の枠組みー APBス
テイトメント第4号を中心として一CI)・(1I)」関西大学商学論集17巻5。6
号， 1糾巻1号を参照のこと。
(31) Zeff,.op. cit.,p.228. 
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以来アメリカ会計学の一つの潮流ではあったが，その流れを会計原則改善の
ための指針の形成に際して汲み取っていこうとしているところに，「報告書」
に課せられた使命の一端が窺えるように思える。それは，確かに，本節の冒
頭に示したように，会計処理ならぴに財務報告改善の指針と規準の形成を促
＿進することを使命としているのであるが，その意味するところは， AAA特
別委員会の表現を借用すれば，会計原則が依って立つ基礎としてその根底に
存在する基本的原理を提示しながら，なおかつ時代の要請に即応することで
あると，当スクディ・グループは判断したように思える。このことが， 「報
告書」の「序文」における「このスタディ・グループが終始一貫して求めて
きたのは，会計基準が基礎を置きうる機能的枠組みを形成することである
(p.9)」との説明に続く， これまで明らかにしてきたような利用者志向型目
的論の表明として硯われたのであろう。
したがって， 「報告書」は当面の会計諸問題の解決に指針を与えることを
意図しているのではなく，会計原則形成活動に理念的方向付けを与えること
を意図していると，いえよう。その限りにおいて，確かに「報告書」は，ベ
ッドフォードが言うように， 「FASBの行動に対する原理的基礎として機能
喜」ことになろう。しかしながら，反面また，背後にある命題の特殊性の
故に，その実施に際しては， 「報告書」の中で当スクディ・グループ自身が
「完結，計画中という利益稼得サイクルの分類は，抽象的で，操作的に定義
するのは困難である (p.29)」と論述しているように，排操作的であるとの
(33) 
批判を受けることにもなるように思われる。それと同時に， 「報告書」の利
用者志向性に重要な役割を演じている目的 3，すなわち「投資家と債権者が
彼等への港在的キャッシュ・フローを予測し，比較し，評価するのに有用な
(32) Bedford, op. cit.,pp.14-15. 
(33) このような指摘は，次の文献にも見られる。 Cyert and ljiri, op. cit.,pp.35 
-38. Robert T. Sprouse, Discussion of Opportunities and Implications 
of Report on Objectives of Financial Statements, in Studies on Financ-
ial Accounting Objectives : 1974, Journal of Accounting Research, 
Supplement to Vol. 12, p. 27. 
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情報を提供すること」に対して，関係諸団休ならぴに監査法人の間で極めて
支持が少ないことから，利用者志向型会計のあり方をめぐつて，多くの論争
(34) 
が展開されることになるだろう。
そして，結局は，このような批判や論争は「報告書」において中心的位置
を占めている目的5の会計責任に結び付くことになろう。とはいえ，経営者
をして会計責任を認識せしめる根源的要因にまで遡って論究し，そこに規範
的会計責任論とでもいいうるべき論理的枠組みの確立を目指して，会計原則
形成活動に一つの方向付けを与えている点は高く評価されるべきであるし，
更に会計責任遂行の観点から，ディスクロージュアに関してなしている多く
(35) 
の示唆は，現行会計改善に多大の貢献をなすであろう。
む す び
「報告書」の評価は立場によって全く異なるであろう。 しかしながら，
「報告書」が会計責任のあるべき一つの形態を提示し，その角度から会計処
理•財務報告基準の改革を積極的に迫っていることは事実である。その意味
で，スプローズがいうように「『報告書』は質の高い文書であり， 財務諸表
作成に際して準拠すべき会計基準の発展に及ぽす港在的インパクトは非常に
-(36) 
大きい」といえよう。 「報告書」が，今後の会計原則形成活動にどのような
影響を及ぽすか，その推移を見守っていきたい。
(34) Most and Winters, op. cit~ pp. 71, 72, 75. 
(35) Peasnell, op. cit~ pp. 51-54, 60.-
(36) Sprouse, op. cit~ p. 28. 
